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は じ め に

平成16年の児童福祉法の改正と児童虐待防止法の改正によって、市町村が児童虐待の通告の第

一義的窓口となり、要保護児童対策地域協議会の事務局を担うことが課せられました。この二法

改正後、市町村の行うべき児童家庭相談業務と児童虐待の対応については、国によって「市町村

児童家庭相談援助指針」が、大阪府によって「大阪府市町村児童家庭相談援助指針～相談担当者

のためのガイドライン～」が作成されました。虐待児童の９割が在宅支援であることを考えると、

緊急性の判断とリスクアセスメントによる介入や適切な保護も重要ですが、地域で支援を継続的

に行っていくことは、市区町村にとって大切な役割であると言えます。身近な住民を対象とした

市町村の役割は、今まで行われてきた児童相談所を中心とした虐待対応とは異なり、住民サービ

スの視点に立った地域支援であり継続的な対人援助となります。すなわち、虐待の防止に留まら

ず、虐待予防も含め、地域で子どもが安全に安心して育つことを目的に、つまずいたり戸惑った

りする子育てを長期的な視点で応援していくことになります。特に子ども虐待に対する初期対応

は、支援につなげていく大切な第一歩となります。このため、前述の指針を基に、市区町村自ら

が実際に行う虐待対応の方法を探し出す必要もあるのではないかと考えました。

以上の点から、市区町村レベルの視点に立った「市町村による支援のあり方」を検討し、より

具体的に様々な工夫を盛り込んだ支援方法を提示し、実務者にとって必要な情報を提供すること

を目的とした研究会を発足しました。

具体的な方法としては、児童虐待対応に関する市区町村の現状や課題点のほかに、工夫や解決

方法などを情報収集するために、府内市区町村にアンケート調査を行いました。調査内容は市区

町村の体制及び要保護児童対策地域協議会としての取り扱い、虐待通告後の受理会議とアセスメ

ント、初期対応としての安全確認について特に「泣き声通告」に対して、そしてそれをどう支援

につなげていくかとその工夫についてです。「泣き声通告」は、近隣が認知することが多く、中

には重篤な事例が潜んでいる場合もありますが、特に乳幼児期は日常泣く時間も多く、結果的に

は虐待でなくリスク要因も見当たらなかったと言うケースもあるのが現状です。一方で安全確認

の方法によっては、家族を傷つけてしまったり、近隣への不信感につながったり、支援が必要な

家庭であっても警戒が解けずに支援が困難になったりすることも起こっており、通告受理機関と

しては対応に配慮を要する一つとなっています。そういった意味では、泣き声通告は通告から支

援につなげることの最も中核的な位置づけになっており、すべての支援につなげる基になると考

えました。

アンケートは大阪市を除く大阪府内の48市区町村にメールにて送付し、40市区町村から回答が

ありました。そして、特に支援につなげていく視点を基に、「泣き声通告」における初期対応を

中心に大阪府内を北、中、南の３ブロックに分けて、人口別に各３か所にヒアリング調査を行い、

課題点や具体的な対応などをより詳しく調査しました。

今回、これらの調査をまとめて、府内市区町村が抱えている、虐待通告を受けてからの初期対
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応やその体制、そして判断、虐待防止に向けた支援の工夫や課題などについて報告します。

第１章では「市町村における児童虐待防止」として、日本における児童虐待防止に向けた流れ

と大阪府内の市区町村の現状をまとめています。

第２章では「アンケート及びヒアリング調査」として、調査結果から市区町村の体制、虐待通

告時の初期対応としての緊急受理会議とアセスメント、泣き声通告に対する安全確認における家

庭訪問の方法や課題、そして支援策と工夫などをまとめました。

第３章では「提言～通告から支援へ～」として、虐待通告時の受理会議とアセスメント、泣き

声通告に対する安全確認、支援の実際と工夫について、府内の市区町村の実践から、提言として

まとめました。

本研究から、各市区町村の抱える課題を解決するための新しい方法を提言します。 
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第1章　市町村における児童虐待防止

１．児童虐待防止に向けた流れ

児童虐待の増加と対応状況について、報告されるものとして最も多く参考に出されるのが、厚

生労働省福祉行政報告例の「全国児童相談所の児童虐待相談処理件数」である。平成２年の

1,101件から始まり、平成23年度は５万件を超える状況となっている。このような中、平成12年

11月に児童虐待防止法（児童虐待の防止等に関する法律）が制定され、児童虐待の定義や地方公

共団体の責務が初めて示された。その平成12年度時の「児童相談所の児童虐待相談処理件数」は

17,725件となっており、10年間で約17倍になっている。それ以降も増加の一途を辿り、児童相談

所だけでは児童虐待対応は行うことが困難になり、市区町村もその役割を担うこととなった。す

なわち平成16年の児童福祉法の改正と児童虐待防止法の改正であり、この改正により市町村が児

童虐待の通告の第一義的窓口となり、市町村に要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域

ネットワーク会議）の設置が義務付けられた。

それまで大阪府では、昭和39年に厚生省（当時）事務次官通達として家庭児童相談室が任意設

置されたことを受けて、各市区町村で作られ、地域で子どもたちの相談業務を行ってきた。福祉

事務所における家庭児童相談としての役割を受け、乳幼児健診が市町村に移行されてきた時期に

は健診業務や健診後のフォローグループなどの役割を、不登校児の増加とともに適応指導教室の

整備が整う以前には不登校相談の役割を、そして次世代育成の流れを受けて子育て支援の役割を、

時代のニーズと市区町村の状況に応じて、様々な役割を担ってきた。また、地域で長く関わって

きた中、様々な事業のはざまにある子どもたちを取り巻く問題として、早くから子育て支援や児

童虐待問題に取り組んできたともいえる。

昭和42年には大阪府内の家庭児童相談室による「大阪府家庭児童相談室連絡協議会」を発足さ

せ、府内の家庭児童相談室の情報交換や相談員のための研修会の開催などを行ってきた。また、

３ブロックに分かれ、近隣市区町村における情報交換や研修など、きめ細やかな連携を図ってき

た。平成16年の法改正により市区町村で児童家庭相談業務が行われることを受けて、各市区町村

で新しく児童家庭相談業務を行われる動きが始まった。

そして、新たに設置された児童家庭相談業務を行う部署も「大阪府家庭児童相談室連絡協議

会」に入り、児童虐待防止に関する情報交換も活発に行われるようになった。（資料参照）
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２．大阪府内の市区町村の児童虐待対応の現状

大阪府内の市町村では、平成16年の児童福祉法改正以前から児童虐待防止ネットワーク（以下、

「ネットワーク」という。）を活用して、地域での連携を深めてきた。たとえば厚生労働省（平

成17年）によると、平成17年６月１日当時、全国2,399市町村のうち734か所（30.6%）が「協議

会又はネットワークの設置・設置予定のない」状況の中、大阪府内の42市町村（堺市を含む）で

は設置率が100%となっており、全国的に見ても児童虐待防止に先駆的に取り組んできた歴史が

ある。なお、平成22年４月には大阪府内全市町村に協議会の設置が完了している。また厚生労働

省（平成20年）によると、全国の児童家庭相談業務に従事する職員のうち、「児童福祉司と同様

の資格を有する専門職」に「保健師・助産師・看護師等の一定の専門資格を有する者」を含め

た割合が平成20年４月１日現在で56.8%にとどまる中、大阪府内の43市町村（大阪市、堺市を含

む。）では74.6%となっており、児童の福祉向上に対する大阪府内の市町村の意識の高さがうか

がえる。

以上のように、大阪府の市町村が全国に先駆けて児童虐待対策に取り組んできた背景には、児

童虐待相談件数が全国と比較して多いことが関係している。表１には「大阪府子どもを虐待から

守る条例第９条に基づく年次報告書（平成23年度）」及び「福祉行政報告例」をもとに、全国及

び大阪府における児童相談対応件数の推移を示している。これによると、政令市を除いた大阪府

内41市町村の対応件数は毎年増加しており、全国の市町村の対応件数のうち毎年１割強という高

い割合を占めて全国１位となっている。

表１　全国及び大阪府における児童虐待相談対応件数の推移

件　数 年　度 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

児
童
相
談
所

全国児童相談所 40,639 42,664 44,211 56,384 59,919

大阪府子ども家庭センター 2,997 2,955 3,270 4,820 5,711

全国の相談件数に占める大阪府の割合(％) 7.4 6.9 7.4 8.5 9.5

市

町

村

全国市町村 49,895 52,282 56,606 67,232

府内41市町村（政令市除く） 5,738 5,907 6,415 7,675 8,214

全国の相談件数に占める大阪府内市町村の割合(％) 11.5 11.3 11.3 11.4

※平成22年度は、宮城県、福島県及び仙台市の件数を除いたものである。
※平成24年10月現在、全国の人口における大阪府の人口割合は6.9％となっている。

その要因として、津崎（平成24年）は「虐待の要因には貧困や社会的孤立、親の未熟性などが

あり、大阪では貧困層が広がっているため、相談件数も増えているのではないか」と指摘してい

る。「大阪府の生活保護と生活困窮者対策について（平成24年６月）」によると、平成24年１月

時点での生活保護率は全国が1.6%、大阪府が3.4%となっており、昭和50年以降、大阪府の保護率

は全国平均を上回る状態が続いている。また、親の未熟性に関しては、大阪府内の全ての産婦人
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科医療機関（分娩を取り扱う約150施設）を対象として実施された「妊婦健診未受診・飛び込み

による出産等実態調査」（平成24年３月）を参考にする。これによると、大阪府内の未受診妊婦

等は平成21年度152件、平成22年度148件、平成23年度254件の報告があったとされている。つま

り、平成23年度は過去２年よりも40%の増加となっており、府内で出産する人の300人に１人が

定期的な妊婦健診を受けていないという厳しい状況にあることが明らかとなったのである。また、

平成21年度から平成23年度までの妊婦健診未受診の理由としては、「経済的問題」31％、「家庭

事情」15％、「知識の欠如」14％、「社会的孤立」12％、「妊娠に対する認識の甘さ」11％と

なっており、ここでも経済的問題が深く関与しているとともに、親の未熟性もうかがわれる。

以上のような厳しい環境があるからこそ、大阪府の各市町村では子どもたちの健全育成のため

に、日々の支援の中で工夫を重ねて、児童虐待対応のノウハウを蓄積してきた。しかし法改正

や児童虐待通告件数の増加、住民の児童虐待に対する関心の高まりを受け、近年、児童虐待対応

に対して、より高い専門性の確保や組織対応の強化が求められるようになっている。したがって、

大阪府の市町村においても、これまで以上に体制やスキルの充実が望まれるところである。
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第２章　アンケート及びヒアリング調査

１．アンケートの目的とアンケートの方法及びヒアリング調査の方法

⑴　アンケートについて

　①　目　的

アンケート調査により、府内の市町村で行われている実際の初期対応についての実態を明

らかにし、市町村レベルの視点に立った「市町村による支援のあり方」を検討することで、

市町村の実務者にとって、より具体的かつ様々な工夫を盛り込んだ支援方法を提言すること。

　②　方　法

　　⒜　対　象

大阪市を除く大阪府内48市区町村における児童家庭相談担当者もしくは要保護児童対策

地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の事務局担当者

　　⒝　手続き

　　　　インターネットメールによって依頼文及びアンケート用紙の配布・回収を行った。

　　⒞　調査期間

平成24年３月12日～同年３月23日

なお、期限までに回答のなかった市区町村については、後日、研究会の担当者から個別

に電話連絡をして回答依頼を行った。

　③　アンケート項目

項　　　　目 内　　　　　　　　　容

基 礎 情 報
市町村名、課名、人口、
保育所・幼稚園・小学校・中学校・私立学校の数

主たる児童虐待通告窓口 通告窓口、要対協での台帳登録児童数、通告件数

支 援 策 虐待発生予防や支援に活用している支援サービス、特徴的な取り組み

通告受理後の安全確認
受理会議の有無、受理会議の参加メンバー、重症度判定ツール、
受理会議の悩み・工夫、児童相談所への連絡基準、安全確認の方法

泣 き 声 ・ 怒 鳴 り 声
通告受理後の安全確認

安全確認の方法、安全確認のために訪問した際の対応
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項　　　　目 内　　　　　　　　　容

泣 き 声 ・ 怒 鳴 り 声
通 告 受 理 後 の 支 援

支援につなげるための工夫、
泣き声・怒鳴り声通告で感じる難しさや市町村の限界

そ の 他 の 通 告
その他の通告で難しいと感じられるところ、市町村として限界と感じている
ところ

　④　回収結果

　　　48市区町村のうち40市区町村より回答（回収率83.3％）

⑵　ヒアリング調査について

　①　目　的

　　　アンケート調査をもとに、より詳細な課題点や具体的な事例について調査すること。

　②　方　法

　　⒜　対　象

大阪府内を以下の３ブロックに分けて、アンケートに回答のあった市区町村のうち、各

ブロックから人口20万人以上、10万人以上20万人未満、10万人未満の市区町村を一つずつ

抽出した。

　　　　北ブロック　　　大阪府池田子ども家庭センター管内

　　　　　　　　　　　　大阪府吹田子ども家庭センター管内

　　　　　　　　　　　　大阪府中央子ども家庭センター管内

　　　　中ブロック　　　大阪府東大阪子ども家庭センター管内

　　　　　　　　　　　　大阪府富田林子ども家庭センター管内

　　　　南ブロック　　　大阪府岸和田子ども家庭センター管内

　　　　　　　　　　　　堺市子ども相談所管内

表２－１　大阪府内の市区町村（大阪市を除く）

児童相談所 地　域 市　区　町　村　名 市区町村数

堺市子ども相談所 堺 市 堺市（堺区 中区 東区 西区 南区 北区 美原区） ７　区

大 阪 府 池 田
子ども家庭センター

豊 能 地 域
・能勢町　　・豊能町　　・池田市
・箕面市　　・豊中市

５　市

大 阪 府 吹 田
子ども家庭センター

三 島 地 域
・茨木市　　・高槻市　　・島本町
・吹田市　　・摂津市

５　市
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児童相談所 地　域 市　区　町　村　名 市区町村数

大 阪 府 中 央
子ども家庭センター

北河内地域
・枚方市　　・交野市　　・寝屋川市
・守口市　　・門真市　　・四條畷市
・大東市

７　市

大 阪 府 東 大 阪
子ども家庭センター

中河内地域 ・東大阪市　・八尾市　　・柏原市 ３　市

大 阪 府 岸 和 田
子ども家庭センター

泉 北 地 域
・和泉市　　・高石市　　・泉大津市
・忠岡町

４市町
（３市１町）

泉 南 地 域
・岸和田市　・貝塚市　　・熊取町
・泉佐野市　・田尻町　　・泉南市
・阪南市　　・岬町

８市町
（５市３町）

大 阪 府 富 田 林
子ども家庭センター

南河内地域
・松原市　　・羽曳野市　　・藤井寺市
・太子町　　・河南町　　　・千早赤阪村
・富田林市　・大阪狭山市　・河内長野市

９市町村
（６市２町１村）

全48市区町村

　　⒝　手続き

研究会の担当者２名が各市区町村を訪問して、各市区町村の担当者より以下の項目をも

とにヒアリング調査を行った。

　　⒞　調査期間

　　　　平成24年７月中旬～同年９月末

　③　ヒアリング項目

項　　　　目 内　　　　　　　　　容

通 告 受 理 か ら
安 全 確 認 ま で の 流 れ

市区町村としての判断の意思決定者の有無、アセスメントツールを活用する
タイミング、通告の流れや受理についてのガイドラインやシートの有無

泣き声通告受理後の訪問
訪問時の声かけの内容、リスク判断のポイント、安全確認できない場合に会
わないとする判断基準

支 援 に つ な げ る 工 夫

泣き声・怒鳴り声通告で
難しいと感じているところ

市町村の限界
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２．市区町村の主たる通告窓口及び要保護児童対策地域協議会としての取り扱い

　市区町村での支援のあり方を考察するにあたり、まず基礎情報である児童虐待対応の主たる通

告窓口、要保護児童対策地域協議会としての取り扱いや台帳登録の体制についてまとめた。

　　　　表２－１　主たる通告窓口の担当部局について

担　当　部　局 市区町村数 割　　　合

児 童 福 祉 33 82.5％

教 育 4 10.0％

児 童 福 祉 ・ 母 子 保 健 1 2.5％

児 童 福 祉 ・ 教 育 1 2.5％

そ の 他 1 2.5％

結果より、８割以上の市区町村が主たる通告窓口を児童福祉部門に置いている。特徴としては、

児童福祉部門の次に教育部門が通告窓口となっている市区町村が多い点である。地域別にみると、

北ブロックの市区町村で通告窓口が教育部門となっている傾向がみられた。近年、児童家庭相談

の内容が多様化するにつれて、各市区町村における通告窓口の位置づけに変化がうかがえる結果

となった。

　　　　表２－２　要対協としての取り扱いについて

担　当　部　局 市区町村数 割　　　合

虐 待 の み 14 35.0%

虐 待 ・ 要 支 援 ・ 特 定 妊 婦 8 20.0%

虐 待 ・ 要 支 援 5 12.5%

虐 待 ・ 特 定 妊 婦 3 7.5%

虐待・要支援・非行・養護・その他 3 7.5%

上 記 以 外 7 17.5%

台帳登録の対象は「虐待」のみが14市区町村、「虐待・要支援・特定妊婦」が８市区町村の順

に多くみられた。「上記以外」としている7市区町村は、それぞれ対象の組合せが異なり、「そ

の他」を含むのが５市区町村、「要支援」を含むのが４市区町村、「養護」を含むのが３市区町

村、「非行」を含むのが２市区町村となっている。比較的人口規模の大きい市区町村は台帳登録

を「虐待」のみとしている傾向があり、市区町村の体制に応じて様々な組み合わせがみられる結

果となった。

台帳登録児童数、通告受理件数については、必ずしも通告受理件数が多いために台帳登録児童

数が多いとは限らなかった。台帳登録は各市区町村での基準があり、すべての通告受理を台帳登
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録する市区町村もあれば、一定市区町村の基準に合わせて台帳登録を判断する市区町村があるな

ど、それぞれ基準が異なっている。また、受理件数についても、きょうだい児ごとにカウントす

るか、すでに受理している児童であっても通告回数ごとにカウントするか等、各市区町村での基

準が異なっているため比較しにくいものとなった。

人口規模別にみると、人口に比例して台帳登録が増えるわけではないが、人口30万人を超えて

いる市区町村は、台帳登録の対象が「虐待」のみであるのと同時に、登録児童数が300人程度と

なっている傾向がみられた。これは取り扱いできる対象の限界と、実際に対応する児童数の限界

があると考えられる。逆に人口規模が10万人以下の市区町村については、対象や登録児童数が

様々であり、より比較しにくい状況となっていた。

３．虐待通告後の受理会議とアセスメント

　本項では、緊急受理会議の現状について調査するために、緊急受理会議の実施状況、緊急受理

会議への管理職の参加状況、緊急受理会議に関する悩み・工夫について回答を求めた。

⑴　緊急受理会議の実際

　①　緊急受理会議の実施状況

緊急受理会議の実施については、回答のあった全市区町村（40市区町村）で実施している。

緊急受理会議とは、児童虐待通告を窓口にて受理した後、調整機関等で行われる当該の児童

虐待事案の今後の処遇検討についての話し合いと規定した。

回答のあった市区町村のすべてで実施されていたものの、緊急受理会議については、その

捉え方に以下のような差異がみられた。第１に実施形態（職場内で実施や会議室で実施な

ど）、第２に実施までの制限時間（２時間以内など）、第３にメンバー（担当職員と課長な

ど）等である。

また回答のあった40市区町村の中には、「緊急受理会議をしない」という回答もあった。

しかし、ヒアリング調査の聞き取り内容から検討した結果、上述の緊急受理会議の実施ルー

ルには違いがあるものの、虐待通告を受理し、今後の処遇の検討は行われているため、緊急

受理会議は実施しているとみなしてよいと判断した。

しかしながら、「緊急受理会議を実施していない」と回答した市区町村の回答内容には注

目すべき点があった。それは、通告受理を担当する職員の認識としては、現状で実施してい

る話し合いが、緊急受理会議といえるほどのものではないと考えている場合が多くあったこ

とである。実施の有無以上に、この回答内容には特筆すべき点があると考えられる。それは、

通告受理後の対応を検討するシステムとして、組織内でどのように緊急受理会議が位置づけ

られているかという点である。通告受理後の話し合いを、単なる上司への報告と位置づける
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か、緊急受理会議として位置づけるかによって、実施状況や参加するメンバー、組織内の体

制、検討事項などに不確定要素が生じ、初期対応にブレが生じると考えられる。極端に言え

ば、緊急受理会議が必ず実施されるという組織内のシステムになっていない場合、会議にて

支援方針の検討を行われないままに、初期対応が行われる可能性があると推測される。

通告受理後の緊急受理会議による初期対応の方針の検討は、初期対応のみならず、今後の

ケース対応にも非常に重要である。重症度が高い事例ほど、客観的なアセスメントと迅速な

対応が求められる。本項の調査結果から、緊急受理会議の実施方法を考慮した通告受理シス

テムを検討することが示唆された。緊急受理会議を通告受理後の対応の第１ステップとして

位置づけ、通告を受理した際には緊急受理会議を実施するというシステムを市区町村として

作り上げることが望ましいと考えられる。

　②　緊急受理会議への管理職の参加状況

次に、緊急受理会議への管理職の参加状況を調査した。本項における管理職とは、対象市

区町村での役職であり、階級、職名は市区町村ごとに異なっている。

調査目的としては、虐待通告を受け実施される緊急受理会議は、決定された対応方針に

よって、被虐待児の生命に危険が及ぶ可能性もあり、非常に高度な行政判断を必要とする業

務であると考えられる。このような業務においては、通告受理後の対応について、その対応

の適否を判断し、責任を負うことが可能な職員として管理職が該当すると考えたためである。

　　　表２－３　緊急受理会議の管理職の参加についての市区町村数と割合

管理職の参加頻度 市区町村数 割　　　合

必 ず 参 加 24 60.0％

で き る だ け 参 加 13 32.5％

ほ と ん ど 参 加 し な い 3 7.5％

緊急受理会議を実施する市区町村（40市区町村）のうち、管理職が緊急受理会議に「必

ず参加する」が60.0％（24市区町村）、「できるだけ参加する」が32.5％（13市区町村）、

「ほとんど参加しない」が7.5％（３市区町村）であった。

　　ア　管理職が必ず参加

回答のあった市区町村のうち多くの市区町村では、緊急受理会議に管理職が「必ず参

加」しており、通告受理をした後、その市区町村としてどのように対応するかを責任のあ

る立場の職員が意思決定をしていると考えられる（注：本調査における“管理職”とは、

各市区町村における管理職を指す。市区町村によっては、課長代理・課長補佐や主幹など

の職員が管理職に該当する）。
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　　イ　管理職ができるだけ参加

また管理職が緊急受理会議に「できるだけ参加する」市区町村は、全体の４分の１程度

であり、該当する市区町村では管理職ではないが、係長級や課長補佐・課長代理級の職員

が入って緊急受理会議を行っている場合が多い。

実務を熟知する担当職員が、組織における職員数の減少などに伴い、通告受理後の判断

も含めた対応を行う場合も多く、情報収集や児童相談所などとの調整対応、ケース対応の

適否などの判断を同時にしなければならないことは、客観的な判断が困難になる場合も多

く、組織的な虐待対応システムという観点からは、管理職ができるだけ参加し、主は監督

職等が行う体制については、今後検討を要すると考えられる。

　　ウ　管理職がほとんど参加しない

管理職が緊急受理会議に「ほとんど参加しない」市区町村は回答のあった市区町村では

ほとんど見られなかった。初期対応後に管理職への報告を行う市区町村もあるが、通告受

理時に初期対応についての判断を管理職が行っていないため、必ず管理職が参加する市区

町村と比べ、判断が実務担当者に任されることから、主観的になる可能性があると推察さ

れる。厚生労働省による死亡事例の検証報告においても、現在の状態を正確に捉え、適切

に対応するために担当職員のみの対応ではなく、組織的な対応をすることを明確に示して

おり、市区町村における体制強化を提言していることも関連する結果であるといえるだろ

う。

　③　緊急受理会議に関する工夫・悩み

緊急受理会議を実施するにあたって、日ごろの業務で特に円滑に実施できるようにするた

めの工夫や実施に際して感じる悩みを、自由記述で回答を求めた。回答を緊急受理会議実施

についての工夫と悩みに分類し、前項の緊急受理会議における管理職の参加状況ごとに整理

したものが、下の表である。

表２－４　緊急受理会議に関する工夫・悩み（管理職が必ず参加）

工
夫

複数職員の参加
・客観的事実を共有するために、緊急受理会議は通告を直接聞いた職員、虐待対応の担当職員、管

理職で行う。難しいケースについては、心理職を含めた、関係職員全員で検討している。

迅速な実施
・管理職が不在のときに、携帯電話で連絡を取り合い、方針を確認している。
・通告を受けたら、すみやかに係内で事態の危険度や緊急度の判断を行う
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工
夫

受理内容の共有
・担当課長が緊急受理会議に参加しないので、通告内容・判断結果・初期対応について起案し、課

長、部長の決裁をとり、担当者ではなく、課で対応について責任をもつようにしている。

悩
み

人員不足と時間のロス
・管理職がいないことがあるので受理会議ができないことがある。緊急の場合は電話で判断を仰ぐ。
・担当者・管理職が他の業務等で不在の場合（全職員が兼務しているため）。
・担当職員が少なく、出先機関に管理職がいるため、電話や本庁から出向いて行っての会議になる

こともあり、時間のロスが多い。
・通告が突発的なものなので、即時に必要な情報を集めることが難しい。また担当者が別件対応中

で即時に会議を開催できないことがある。
・人数不足。管理職が席にいない場合も多い。
・緊急対応を要するが、窓口業務や電話応対などで、メンバーがそろわない。特に、管理職の時間

がとれない。

記録の不明瞭
・管理職が入った受理会議は随時実施しているが、会議録は大阪府のマニュアルに則した記録とは

なっておらず、重症度判定、決定事項、安全確認の結果に関する記録が不明瞭であることが課題
である。

　　ア　緊急受理会議については、管理職が必ず参加

このカテゴリでは、複数職員の参加、迅速な対応、受理内容の共有などの工夫が見られ

た。会議に管理職が必ず参加し、担当者以外にも客観的に判断するために複数の職員が参

加することや、迅速な対応のための体制、また受理内容を共有できる仕組みは、突発的で

困難な児童虐待の通告受理という業務を、効率的に、ミスを少なく遂行するために効果的

であると考えられる。

またこのカテゴリの悩みとしては、職員の人員不足・時間的ロス、記録の不明瞭さなど

が挙げられる。必ず会議には管理職が参加するようにはしているが、兼務である場合が多

く、通告受理時に不在であることもあるだろう。さらに担当部署の職員数も限られており、

少ない人数で通告受理などを適正に実施するには困難さが多いことがうかがえる。

表２－５　緊急受理会議に関する工夫・悩み（管理職ができるだけ参加・不参加）

工
夫

参加メンバーの柔軟さ
・機関からの通告の場合、受理会議に参加できる機関には参加してもらっている。

悩
み

人員不足
・通告受理時に他のメンバーがいない時がある。
・相談員が訪問等で出入りしていたり、管理職が不在である場合、管理職を含めた組織対応とし

て、情報共有や対応策の検討をすることが難しい。
・できるだけ管理職が参加するようにしているが、同じ場所で仕事をしていないため、電話でのや

りとりが多く、複数意見での協議になりづらく、情報共有も難しい。
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悩
み

業務の過重負担
・１人あたりの仕事量が増え、通告を受けた時に会議をするにも、人がいない場合があったり、管

理職が不在な場合も多い。

児童相談所との協議
・児童相談所との役割分担、連携の基準が不明確。

　イ　管理職ができるだけ参加・管理職が不参加

さらに、緊急受理会議に管理職ができるだけ参加あるいは不参加であるカテゴリでは、工

夫は通告機関を会議に参加させるなど、会議の参加機関の柔軟さがみられたが、それ以外に

工夫としての回答はなかった。一方、悩みについては多くの回答があり、内容は人員不足や

担当職員の業務量の過重負担や児童相談所との協議についてなどである。緊急受理会議に管

理職が参加する頻度が少なくなることで、通告受理システムが人員の少なさから脆弱になり、

担当職員の負担が増加する可能性も懸念される。さらに通告受理時の判断を管理職以外が行

い、児童相談所との対応を協議する際には、市区町村の決定として判断できる権限を持たな

い職員では、困難な場合が多いことが予測される。要保護児童対策地域協議会の調整機関と

して、児童相談所等の専門機関との協議においては、管理職が対応方針を判断した上で調整

を行うことが望ましいと考えられる。

⑵　市区町村としての判断

　市区町村の判断として、本項では判断基準としてのアセスメントツールの利用状況と児童相

談所への連絡基準について、調査し検討した。

　①　アセスメントツールの利用状況

各市区町村において、児童虐待についてのアセスメントツールの利用状況を調べた。よく

利用されるツールとして、「在宅支援アセスメントシート指標（在宅アセスメント研究会

〈代表　加藤曜子〉作成）」、「市町村児童家庭相談援助指針（厚生労働省作成）」、「大

阪府市町村児童家庭相談援助指針（大阪府作成）」を挙げ、市区町村独自で利用しているも

のがあれば記述で回答とした。

参考までに、各アセスメントツールについては、以下の表にその概要をまとめる。



第２章　アンケート及びヒアリング調査

17おおさか市町村職員研修研究センター

第 

２ 

章

表２－６　本調査におけるアセスメントツール一覧

ツ　ー　ル　名 作成者 特　　　　　　徴

在宅支援アセスメントシート指標
 （資料Ｐ66）

在宅アセスメント
研究会

(代表　加藤曜子)

在宅支援のためにストレングス・リスクを総合的に
評価し、支援を検討する

市町村児童家庭相談援助指針
 （資料Ｐ59）

厚生労働省 緊急度と重症度を判断

大阪府市町村児童家庭相談援助指針
 （資料Ｐ60）

大阪府
３歳未満と以上のカテゴリで、虐待種別ごとの具体
的な項目から重症度を判断。家庭状況欄もあり。

その結果、「大阪府市町村児童家庭相談援助指針」内のアセスメントシートを利用する

市区町村が81.0％（30市区町村）と最も多く、次いで「在宅支援アセスメントシート指標」、

その他（市区町村独自のツールなど）がそれぞれ13.5％（５市区町村）、「市町村児童家庭

相談援助指針」が8.1％（３市区町村）だった。また２つ以上のツールを利用していた市区

町村は、24.3％（９市区町村）だった。

　　　表２－７　アセスメントシートの利用状況

利用しているアセスメントツール 自 治 体 数 利　用　率

大阪府市町村児童家庭相談援助指針 30 81.0％

在宅支援アセスメントシート指標 5 13.5％

その他（自治体独自のツールなど） 5 13.5％

市 町 村 児 童 家 庭 相 談 援 助 指 針 3 8.1％

２ つ 以 上 の ツ ー ル を 利 用 9 24.3％

今回、回答のあった市区町村においては、客観的に受理内容をアセスメントするためにな

んらかのツールを利用していることがわかった。さらに、複数のアセスメントツールを組み

合わせて、より客観的なアセスメントを実施する市区町村も４分の１程度みられた。児童虐

待においては、客観的判断は重要であり、そのことが浸透していると推察された。

しかしながら、アセスメントツールのうち、最も利用されていた「大阪府市町村児童家庭

相談援助指針」は、児童虐待についての重症度のみ判定することができるツールである。市

区町村が児童虐待対応を行っていく際に、最も重要なことの１つは、市区町村で子どもを育

てていくことを支援することである。支援を検討することを目的としたアセスメントツール

を活用し、市区町村の目指すべき支援の在り方を重視した判断が求められていると考えられる。



18 おおさか市町村職員研修研究センター

「市町村児童虐待防止と支援のあり方」の研究会報告書

　②　児童相談所への連絡基準

次に市区町村が児童相談所に連絡する基準について、自由記述にて回答を求めた。各市区

町村において回答された児童相談所への連絡基準について、基準のルールごとに分類した表

が以下のものである。

　　ア　児童相談所への連絡基準にルールあり

　　　　児童相談所への連絡基準にルールがあるカテゴリは、次のような結果であった。

表２－８　児童相談所への連絡基準（連絡基準にルールあり）

通告内容による基準

・首より上のケガや大きなケガが発見された場合
・性的虐待の疑いがある場合
・その他、緊急的に一時保護が必要な児童や生命に関わると思われるとき。
（市町村で一時保護が必要と判断しても児童相談所の一時保護の判断と相違がある場合がある。）
・一時保護等の緊急対応が必要と思われるケースや、重度・最重度と思われる身体的虐待の場合など
・緊急保護を必要とする可能性があるか否か。外傷の部位・程度（頭部、複数箇所等）
・安全確認が長期間できていない。
・一時保護が考えられるようなリスクの高いケース、性的虐待の疑いがある場合
・一時保護・施設入所を視野に入れているケースなどについて連絡する場合が多い。

アセスメントシートによる基準

・アセスメントでリスク度の高いもの
・アセスメントの結果、市として一時保護が適当であると判断したケース
・アセスメントで最重度であればすぐに児童相談所へ連絡、相談することも多い
・アセスメントシートで重度以上、経過の中で一時保護を視野に入れた対応が必要だと判断した場合
・現認のうえ、所属機関への聴取の内容と受傷跡の状態で、アセスメントシートによる重症度が重度

以上の場合
・緊急受理会議での重症度の判定により、アセスメントシートで重度以上であれば連絡
・大阪府アセスメントシートを使って、緊急性があるあるいは、恐れがあるものかを基準に連絡する

通告・対応回数が継続した場合

・市で複数回対応しているケースで、保護者の対応に変化がないケース
・何度も通告が入り、改善が見られない場合
・度々けがが続く。保護を視野に入れたケース
（児童相談所が主担当である場合）
・実務者会議で児童相談所が主担をしており、すでに児童相談所として保護者に介入しているケース
・現在、児童相談所と関わりがあるケース、今後連携を依頼する可能性があるケース

連絡基準のルールありカテゴリでは、（通告内容による基準）（アセスメントシートに

よる基準）（通告・対応回数が継続した場合）（児童相談所が主担当である場合）の基準
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により、児童相談所に連絡をし、対応について協議していることがわかった。児童相談所

との連携により、生命に危険がある場合や性的虐待など、重篤な結果に至る可能性のある

児童を守ることが可能になる。本調査にみられる基準のように、要保護児童対策地域協議

会の調整機関が、具体的で客観的な共有可能な基準に基づき、児童の重症度や現在の状況

について共通理解をし、児童相談所との積極的な連携をしていくことが今後ますます必要

になると考えられる。

　　イ　児童相談所への連絡基準が一定でない

　　　　児童相談所への連絡基準のルールが一定ではないカテゴリは、次のような結果であった。

表２－９　児童相談所への連絡基準（連絡基準のルールは一定でない）

・アセスメントシートで重症度をチェックしての連絡
・あざの有無＋重症度
・重症度やけがの部位・程度など総合的に判断して連絡する
・重症度、緊急度が高い
・重症である場合
・スーパーバイザーの経験により判断
・危険度が高い時、危険度の判断に迷う時、対応方法に迷う時、何度も繰り返し虐待行為がある時
・基準は特にないが、ケース会議において緊急性が判断されたとき
・基準は、特になし。ケース会議で図る。身体的虐待であれば、怪我の位置により児童相談所へ通告
・性的虐待の通告については、必ず児童相談所へ連絡している。その他については、ケースによる
・重症度・危険度など（子どもの命に危険があるか。保護の対象となるか）
・緊急性、虐待の重症度、安全確認できない場合などで判断している。本庁に相談して決めている
・基準はない。ケースバイケース
・子どもの安全が確保できない時は必ず通告する
・重症度やけがの部位・程度など総合的に判断して連絡する
・基準がないので一定のルールを検討する必要あると考えている。性的虐待は全て児童相談所に連絡

するが、その他の虐待についても、受理時に連携の必要性を含めて連絡を取るよう検討予定

連絡基準のルールは一定でないカテゴリでは、一定の基準はないが、その児童の状況ご

とに対応をしていくというもので、要保護児童対策地域協議会の調整機関の体制によって

も異なると考えられる。担当者によってその判断基準が変動するのではなく、人事異動な

どがありメンバーが変化したとしても、組織的な判断として一定の基準に基づき児童相談

所への連絡がなされるようにすることが、市区町村の限界を正しく踏まえた市区町村とし

ての支援を重視した対応につながると考えられる。
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４．泣き声通告に対する安全確認

⑴　安全確認における家庭訪問

受理会議後、安全確認をすることになるが、泣き声通告の場合、どのような安全確認を行っ

ているのだろうか。①安全確認の方法、②安全確認時の声のかけ方、③家庭訪問したが応答が

なく、安全確認ができなかった場合の対応について、④家が特定されなかった場合、⑤何度も

続けて同じ家庭に通告がある場合の対応や処理について、アンケートの回答をまとめた。

　①　安全確認の方法

住民から泣き声（怒鳴り声）の通告が入った場合の安全確認の方法を見てみると、40市区

町村すべてが、必ず何らかの方法で安全確認を行っていた。そのうち11市区町村が、「所属

の有無にかかわらず、必ず訪問している。（他機関との同行訪問も含む）」と答えている。

つまり、通告受理した時は受理機関が必ず家庭訪問で安全確認するというパターン（直接的

な安全確認）である。それ以外は、必ずしも全数を通告受理機関の家庭訪問によって安全確

認しているわけではなく、「所属が確認できた時は、所属先での安全確認を依頼」する方法

や「保健センターや民生委員児童委員等に依頼し、通告対応以外の理由での家庭訪問を依

頼」する方法など、家庭訪問以外の間接的な安全確認の方法も含めて検討し実施している様

子が明らかになった。つまり、基礎調査の結果、通告受理機関による保護者との面談が必要

でないと判断されたときに、依頼を受けた他の機関が子どもの安全を確認するというパター

ン（間接的な安全確認）である。

考えうるメリットは次のとおりである。直接的な安全確認では、直接保護者に会うことか

ら、子どもや保護者の様子を直接見ることができるため、初期調査でのアセスメントだけで

なく、環境や家の様子、子どもの姿や親の態度、親子関係などを観察することで、新たなア

セスメントを加えることができ、より正確な見立てが可能になる。また、直接、ニーズをく

み取り、必要な情報提供ができるなどのメリットがある。間接的な安全確認では、子どもや

保護者に違和感のない安全確認に徹するため、虐待の事実がない場合、保護者に余分なプ

レッシャーや警戒感を与えることはなくなる。また、安全確認をする機関が自然な形で保護

者に接触し近況を聞いたり、ニーズを聴取したりすることも可能である。（保育所の送迎時、

保健センターの家庭訪問など）

　②　安全確認時の養育者への声のかけ方

安全確認の家庭訪問に行った際、通告内容をその家庭にどのように伝えているのだろうか。

架空の通告内容に対して、自由記述で回答を求めた。
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表２－10　安全確認時の養育者への声のかけ方（ケース１）

ケース１：「母子家庭で男性の怒鳴り声と、ドタンバタンという物音の後に子どもの尋常ではない泣
き声がする。」場合

通告内容について

ア　通告内容を具体的に伝える
　・泣き声と男性の怒鳴り声がしたと通告内容を要約して伝える
　・通告内容を伝え、心当たりはないか尋ねる
　・通告内容を伝え、「少しお話を聞かせていただけませんか」と訪問する
イ　通告内容を具体的に伝えず比較的、相手の反応が穏やかそうなもののみ伝える（泣き声のみ）
　・ 泣き声がすると連絡が入り、この辺りの子のいる家庭を訪問させてもらっている。心当たりはな

いでしょうか？子どもは元気ですか？養育でお困りのことはないか？お父さんは？と話を進めて
いく

　・ 「近隣より、子どもの泣き声がすると連絡が入りましたので、確認のため、訪問しています。」
など、男の声のことは言わず泣き声や激しい物音のことのみ伝える

　・泣き声のことで聞き取りをする中で男性のことが母から出なかったときに男性のことを尋ねる
ウ　通告内容を伝えず「心配な連絡があった」と伝える
　・具体的な通告内容は言わず、「心配な連絡があった」と伝える

通告元について

　・「近隣から」「匿名で」等、あいまいであるが「通告元」を伝える
　・通告元は伝えない（通告元に触れない）

虐待通告という言葉の使用について

　・「泣き声が聞こえるという『虐待通告』がありました」など「虐待通告」という言葉を使う
　・「泣き声が心配と連絡がありました」等にとどめ、「虐待通告」という言葉は使わない

子の面接について

　・子に会わせてもらう決まりになっていると子の面会を依頼する
　・子どもさんはお元気ですか?など子どもの面会を依頼する

その他

　・母の連絡先を尋ねる

通告内容の伝え方を、パターンに分けてみてみると、ア通告内容を具体的に伝える、イ通

告内容を具体的に伝えず比較的、相手の反応が穏やかなもののみ伝える（泣き声のみ）、ウ

通告内容を伝えず「心配な連絡があった」と伝える、などがあった。

アのように通告内容を具体的に伝えることで、家庭に何があったかを引き出しやすい、プ

レッシャーになり警告的な意味合いを兼ね合わせることができるなどのメリットが考えられ

る。一方で、拒否される、必要な情報が隠される、ガードが固くなり、次につながりにくく

なる、通告元への不信感をもちやすくなるなどが、考えられる。

イもしくはウのように、通告内容を制限して伝える、もしくは伝えない場合、警戒心を持
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たれにくくニーズを探りやすいメリットが考えられるが、一方で、焦点化しにくいため必要

な情報が得られにくい、警告が必要な場合にはそれができにくくなるなどの可能性も考えら

れる。

通告元、「虐待通告」という言葉の使用についても同じく、「近隣から」「虐待通告」と

伝えることによってプレッシャーや警告を与えることができるが、地域への不信感や孤立へ

つながるデメリットも懸念される。

表２－11　安全確認時の養育者への声のかけ方（ケース２）

ケース２：泣き声通告があり、調査で「１歳半健診にて、母親が精神不安定で育児ストレスの訴えが
ある」という保健センター情報がある場合

通告内容について

ア　通告内容を伝える
　・ 「子どもの泣き声がずっと聞こえるので、お母さんが何か困っているのではないかと心配してい

ると連絡を受けてきました」など、通告内容の中に、母を気遣う連絡だったことを加えて状況の
聞き取りをする

　・ 子どもの泣き声が聞こえるという心配な連絡があったがその場合どの家庭にも訪問させてもらっ
ているという

　・ 「子どもの泣き声が聞こえるので心配という連絡がありました。育児で悩んでいることはありま
せんか？」など通常の泣き声通告の対応

イ　通告内容を伝えない
　・ 育児が大変ときいていたが、近くまで来たので寄ってみた。その後どうですか？（以前にかかわ

りがあった場合）

配慮

　・他の時より、より丁寧に母の苦労をねぎらい、育児の負担感について聞き取るようにする
　・ 保健センターからの情報によって母への配慮や聞き取りのポイントを想定しながらききとりす

る。（保健センターからの情報は、伝えない）
　・ 母より、保健センターの名前が出たら、保健センターの相談を促し、家庭児童相談室も相談機関

であることを伝え連絡先を伝える（家庭児童相談室が通告受理機関である例）
　・母の連絡先を聞く

保健センターとの連携

　・ 保健センターと同行訪問する（直接的な安全確認）…受理機関が通告内容を伝える／通告内容を
伝えずに子どもに会うことで安全確認し、保健師とともに育児の負担感の聞き取りや、社会資源
の紹介の役割に徹する

　・ 保健センターに訪問を依頼する（間接的な安全確認）…保健師が「通りかかったら、子どもの泣
き声が聞こえたので心配で立ち寄った」という理由での訪問／１歳半健診後のフォローを装って
訪問など

回答のほとんどが、通告内容は通常の泣き声通告であったとしても、保健センターからの

情報（母の精神不安定など）を頭に入れながら、母へのプレッシャーを極力少なくするよう
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な声かけを心がけたり、保健センターに安全確認を依頼したりして病状が悪化しないような

安全確認の方法の検討を行っていた。

参考までに、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知「虐待通告のあった児童の安

全確認の手引き」（平成22年９月30日）においては、児童相談所に対して「虐待が軽度であ

る可能性が高い場合では、保護者の責任を追及する視点ではなく、子どものことを主眼にし

て『子どもの安全に関して』調査を行うとの立場から、あえて虐待を告知することなく、保

護者の主訴に沿った受容的面接による調査を進めることもあり得るものである。」との記載

がある。通告内容の告知に関しても、同様の解釈ができないだろうか。

　③　家庭訪問したが応答がなく、安全確認ができなかった場合の対応について

泣き声通告後、家庭訪問をしても会えず子どもの安全確認ができなかった場合、どのよう

にしているのか、また、複数回アプローチしても安全確認ができなかった場合、最終的な処

理はどのようにおこなっているのかについてアンケート調査を行った。

表２－12　安全確認ができなかった場合の対応

複数回の家庭訪問

・出入りしそうな時間帯を狙って家庭訪問する
・夜間も含め、会えるまで繰り返し家庭訪問する
・初回訪問時に手紙を投函しても反応がない場合に再度家庭訪問する⇒手紙の内容については下段に掲載

その他の工夫

・民生委員に連絡し、協力依頼する
・家主や住宅管理会社に連絡し、情報収集する
・近隣への聞き取り
・電気メーター等の確認
・手続き等の来庁時を見計らって面談する
・関係機関に見守り依頼する

児童相談所への連絡

・繰り返しアプローチしても安全確認ができない場合には、児童相談所に連絡・送致

不在時に投函する手紙の内容

・はっきりと訪問理由を書く（「虐待通告があったので家庭訪問しました」等）
・訪問理由は書かない（「担当課まで連絡ください」等）
・名刺を投函しておく
・繰り返しアプローチしても反応がなかった場合には、「児童相談所に連絡する」と書く

家庭訪問したが応答がなく、安全確認ができなかった場合の対応として多かったのが「時

間帯を変えて家庭訪問する」「手紙を投函する」であった。

家庭訪問の方法としては「繰り返し訪問を続ける」という回答が多くあった。また、手紙
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を投函するタイミングについては、初回訪問時に投函するパターンと、繰り返し訪問しても

会えなかった時に投函するパターンがあった。手紙の内容は、手紙に訪問理由を記載すると

ころと、通告内容は記載しないところがあった。また、「連絡がない場合は子ども家庭セン

ター（児童相談所）へ連絡すると書く」という回答も複数みられた。

泣き声通告では虐待の有無・重症度が判断し難いことが多いため、子どもの安全確認に徹

するべきか、相談関係を重視し保護者に寄り添った対応をするべきかは、ケースバイケース

である。しかし、市区町村では通告対応後も保護者の身近な相談窓口として長期的に関わっ

ていく場合があるため、アプローチの方法や手紙の内容については慎重に考えたいところで

ある。アンケートの回答をみても多くが複数回答であり、ケースに応じて工夫している様子

がうかがえた。

　④　家が特定されなかった場合

泣き声通告の中には、どこの家庭からの泣き声なのか、はっきりしないものもある。マン

ションなどの集合住宅が増加する中、そのような通告を受けることも増えてきているため、

泣き声通告で家庭が特定できなかった場合に市町村はどのようにして家庭を特定しているの

か、自由記述でアンケート調査を行った。

表２－13　家が特定されなかった場合

関係機関に情報収集をおこなう

・民生委員・主任児童委員から地域での情報収集をし、見守り依頼する
・関係機関へ連絡して情報収集する

通告があった周辺の世帯全てにアプローチする

・通告内容を伝えたうえで心当たりがないか尋ねる
・家庭訪問時に、子どもの安全確認も行う
・家庭訪問はせずに、周辺世帯全てに情報提供を促す手紙や啓発パンフレットを投函する

その他

・泣き声通告があった周辺へ行き、泣き声がないか聞く
・通告者へ再度連絡をし、特定できるよう情報収集をする
・警察へ連絡、相談する
・近隣住民に聞き取り調査する
・家主や住宅管理会社へ調査する
・児童相談所に連絡する

特定できなかった場合の最終的な処理

・「特定できず」「不明」として最終処理をする
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家が特定されなかった場合の対応として、最も多かったのが、「民生委員・主任児童委員

に情報提供し協力依頼する」「通告があった周辺の該当しそうな世帯全て訪問する」という

回答であった。また、家が特定できない時に、家庭訪問せずに地域や関係機関と連携して対

応するパターンと、特定できなくても周辺の世帯を家庭訪問するパターンがみられた。

いろいろな手段を使っても特定できなかった時の最終的な処理としては、不明児童として

処理しているという回答が複数あった。また、これらの不明児童を要対協台帳に載せるかど

うかについては市区町村によって違いがあった。

　⑤　何度も続けて同じ家庭に通告がある場合の対応や処理について

何度も続けて同じ家庭に通告がある場合には、実際に虐待が繰り返されている恐れがある

場合と、中には近隣トラブルや実際に虐待がないにも関わらず通告が入ることがある。何度

も続けて同じ家庭に通告がある場合の、通告者への対応や児童の安全確認の方法について、

市区町村ではどのように対応しているのか自由回答でアンケート調査を行った。

表２－14　何度も同じ家庭に通告がある場合の対応

虐待のリスクに関係なく通告が入るたびに家庭訪問する

・保護者に対して通告があるたびに家庭訪問しなければならないと伝えている
・通告が入るたびに家庭訪問し、注意・警告をする
・面接を重ねながら保護者の相談ニーズを探り、子育て支援サービスにつなげる
・ 虐待の事実があり、繰り返し指導しても改善が見られないケースについては児童相談所に介入してもらう

虐待のリスクが低いと判断した場合は家庭訪問以外の方法をとる

・家庭訪問せずに所属での安全確認に留める
・関係機関にフォローを依頼する
・ 虐待のリスクは低くても、繰り返し通告がある場合には要支援ケースとして台帳に載せる。すでに

載っている児童については重症度をあげる
・通告内容に変化があった時には家庭訪問する

通告者への対応

・通告者に対して子どもの安全確認はできており、関係機関で対応していることを伝える
・同じ人から繰り返し通告がある場合は、通告者の心配を傾聴するよう心掛けている

アンケートでは大きく分けて、通告のたびに家庭訪問する市区町村と虐待のリスクが低い

場合は家庭訪問しない市区町村とに分かれた。虐待のリスクが高い場合には、保護者へ警告

や指導をしたり、児童相談所の介入を検討したりするが、虐待のリスクが低い場合には家庭

訪問する中で子育て支援サービスにつなげる工夫をしたり、関係機関へ支援を依頼している

という回答が多くみられた。

また、繰り返し連絡のある通告者への対応としては、通告者の不安に寄り添うように心掛
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けていたり、適切に対応したりしていると通告者に伝えているという回答があった。

何度も続けて同じ家庭に通告がある場合、保護者への接触方法や虐待の有無の判断、通告

者への対応に苦慮している市町村は多いようである。しかし、虐待のリスクが低くても繰り

返し対応する過程で、何らかの子育て支援につなげたり、保護者から相談ニーズを引き出し

たりすることは大切な虐待予防活動となる。

⑵　家庭訪問時の観察ポイント

通告受理時の初期調査に加え、安全確認時の様々な観察が、その家庭のアセスメントに役立

つ。ヒアリング調査により、安全確認の家庭訪問に行ったときに、家庭状況やリスクを判断す

るための観察するポイントや工夫について尋ねた。結果は以下のとおりである。

　　　　表２－15　安全確認の観察ポイント

観察しているところ

１．家屋の状況 ・玄関先
・住宅状態
・洗濯物

２．家内の状況 ・臭い
・玄関先から見える部屋の様子
・危ない物が置いてないかなど、室内の安全管理
・衣服
・子ども用品の有無
・家のきたなさ、逆に子どものいる世帯で不自然なきれいさ

３．家族の様子 ・目視でのけががないか
・親子関係
・子どもへの接し方
・子どもの表情・子どもがおびえていないか
・子どもが親に寄っていくかどうか
・子どもの発育状況、発達状況

４．職員への態度 ・親の態度
・親子の言動、質問への反応、受け答えの様子
・攻撃性
・拒否的な態度

観察ポイントを大別すると、家屋を含めた環境と家族の様子に分けられる。環境としては、

家周りと玄関周りや部屋の様子について観察し、危険性を排除できているのか危機意識がある

のか、子どもの養育に適した環境かどうか、臭いや掃除などの衛生面は大丈夫か、などを把握

していた。家族の様子については、子どもの保護者に対する態度や保護者の子どもに対する態

度のほかに、職員への態度もあり、家族関係の確認に加えて保護者の社会性や衝動性などを確
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認していることがわかった。

また、家庭訪問する職員の職種（専門性）によって、観察する視点の違いも明らかになった。

福祉職は１や２、心理職や保育職は３を重点的にみる傾向があり、バランスよく情報を集める

ためには、複数職種での対応や自らの視点の癖を知っておくことが大切ではないだろうか。

⑶　泣き声通告対応の難しさ

泣き声通告の難しさや市町村の限界について、自由記述での回答を求めたところ、多くの回

答が寄せられた。

表２－16　泣き声通告の難しさや市町村の限界について

通告の実態について

・子どもは泣くものであるにもかかわらず、泣かせると通告されてしまう。通告先で、子どもが泣いた
らいけないのですかと指摘されると辛くなる。子どもが泣けない世の中になったのかと思えてしまう

・何度も同じ家に泣き声通告があった場合、親が「通告者に事情を説明したい。迷惑をかけているのな
ら謝りたいので、通告者を教えてほしい。」と懇願されることがある。もちろん、通告者を明かすこ
とはしないが、通告者に説明できたら楽だと思うことがある

・近隣トラブルで何度も通告受理
・単なる近隣からの嫌がらせ、また、虐待ケースの親が、他の子がちょっと泣いているだけで、「あそ

こは保護しないのか。」と何度も電話してくるところ
・子どもに病気やアレルギー、障がい等があり、保護者がきちんと子育てをしていても子どもが頻繁に

激しく泣き叫ぶようなケースで、近隣から泣き声通告が何度も入る

安全確認の家庭訪問での影響

・「近隣に（あるいは通告を受け関わった市職員に）虐待と思われていたのがショックだった」と、そ
の後の支援関係が築けなかったり、「窓を開けられなくなった」、「外出できなくなった」、「教室
や広場に参加するのをやめる」と母子で引きこもりがち、拒否的になってしまい、子育て支援のリ
ソースにつなぐことができない

・保護者を傷つけないようにすることが難しい
・虐待を疑われたという傷つきや、誰に通告されたか分からず近隣が信じられなくなったという親への

こころのケア（が必要）
・通告内容の泣き声が問題ないと感じられる範囲である場合は、通告があった以上、訪問はするが、訪

問された方が深く傷つくことがある
・訪問するたびに「ちょっと叱って泣かせただけで、虐待と言われたら子どもを叱れなくなる。ただ泣

いただけでもまた通報されるかもしれないと怯えてしまって、本当におかしくなって何かしてしまい
そう。」と言われると複雑な気持ちになる

・通告・安全確認が母を追い詰めることがある
・泣かしてはいけない、虐待をしていると思われている等、（一生懸命子育てしている）保護者にプ

レッシャーをかけてしまう面がある
・泣き声（怒鳴り声）＝すべて虐待であるとは限らず、通告された親の心情として驚きと不安、不信

感、緊張感があることが多く、身構えて支援にスムーズにつながらないケースもある
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技術的な不安

・虐待の有無の見極め
・通告内容をどこまで伝えていいのか
・通告の内容を具体的に確認したい場合の問いかけ方
・訪問時の相談員の適切な判断力や対応力など力量を問われるので、相談員の現場に即したスキルの必

要性を強く感じる
・通告での介入が保護者との初回面接となるので、なかなか心を開いてもらえず、相談や支援につなが

らない。結局、子育て支援課の関わりは安全確認のみとなってしまい、その後は所属機関や保健師の
モニタリングのみとなってしまう

・しつけと虐待の区別が難しいと思います

支援の限界

・経済的に困窮している場合の対応策がない
・子どもが障害児の場合、年度途中からの保育所入所ができない。この場合、発達支援のグループにす

すめるが、受け皿が少ない
・怒ること、叩くことを肯定している親で、行動変容ができない親への対応
・子どもが在宅で、広場や事業・教室・相談等のどれにもつながらず、保護者の受け入れも悪いケース

の、最初の安全確認後の関わりや見守り
・保護者が情緒不安定／パーソナリティ上の問題などで（子ども相手に限らず）激しく怒鳴り散らすこ

とが日常的にある家庭で、保護者と関わる中で相談／注意などしているが改善が見られず、近隣等か
らは繰り返し通告や相談、改善がみられないことに対する苦情が入る

・訪問時、保護者が攻撃的で十分な確認がしきれない場合
・所属がなく閉じこもってしまう家庭への支援方法が限られる。家の中で何が起こっているのかわから

ない。ドアを開けてもらう強制力がない

安全確認実施上の限界

・対象児が在宅児童で、保護者に困り感や相談ニーズがないため次につなげることができない場合、そ
の後の安全確認の方法がない

・立入調査権が無い中で、拒否されると面談にこぎつけないことがある
・応答がなく、安全確認できない時。権限がないのでどうしようもない
・虐待とはいえないような日常的なことで通告されてしまう保護者が気の毒だと感じる。仕方なく「安

全確認」に行くが、通告を受けての訪問を支援に結びつけるのは無理だと思う
・訪問しても玄関先までなので、家の中の様子が確認できない
・支援のニーズがなく、状況の改善が全く見られない場合
・夜間の泣き声（怒鳴り声）に関する通告で、保護者がそれを否定した場合、確認のしようがない
・精神疾患のある保護者のケースが増えている中で、どんな行動にでるか予想しにくく、子へ腹いせをした

り、自殺や心中につながると思われるケースへの対応は、市町村では事件を起こしかねないと憂慮する
・留守がちで、夜間にしか家に戻らない家庭
・拒否的な家庭（インターホンを押しても出てこない）
・攻撃的な親

住所特定不可

・通告内容が漠然としており、特定しにくい場合。住基上と実居住が一致しない場合
・マンションや団地などは場所を特定しづらい
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情報のあいまいさ

・情報があいまいなことがある。在籍児の場合は所属での確認ができるが、在宅児だと目視と保護者の
言動・周辺情報でリスク判断をしないといけない。赤ちゃんの泣き声通告はさらに難しい

・通告者（住民）から得られる情報が少ないこと

体制やシステムの問題

・支援をする部署と虐待対応をする部署が同じで、支援がしづらくなる
・所属機関がない、若しくは関係機関と保護者の関係性が悪い場合、支援に繋げていくことが難しい

地域での限界

・職員と住民の距離の近さ（虐待通告された住民が他課の娘さん、息子嫁など）
・家庭を把握できていない転入家庭は状況がわからず不安

成果や工夫、今後に向けて

・突然入ってきてもすぐに対応しないといけないので、予定の変更等が必要で対応する職員の調整が大
変。通告でなく近隣で声を掛け合う様な街づくりが必要だと常に感じている。そのための住民啓発の
在り方を考え、子どもから大人まで観てもらえる劇公演を導入している

・啓発の成果としての通告かもしれないが、頻度や状況が軽い内容も少なくない。近隣関係の希薄さゆ
えかもしれないが、「もしや虐待かも」と疑うと同時に「どうしたの。大変ね。」と声をかけてもら
える近隣のつながりも啓発していきたい。ますます地域での孤立や不信感を生みかねないと危惧する
ことがある

・通告対応がきっかけとなって、その後の支援や状況改善につながり、親との信頼関係が構築できた
ケースもある

以上のように、ほとんどの受理機関が、悩みや迷いを持ちながら、泣き声通告での安全確認

の訪問を行っているという実態が明らかになった。

泣き声という子どものいる家庭にとっては当たり前の状況を、近隣から虐待通告され、受理

機関が直接アプローチすることで、保護者にプレッシャーを与え、その後の子育てによくない

影響を与えてしまっているのではないかという悩みが出されている。実際に、泣かさないよう

にしてしまう、引きこもりがちになった、傷ついた、近隣が信用できなくなったなど、という

保護者の声や反応を直接受けている記述もあった。

安全確認の訪問が初回の面接になり、その場で虐待の有無を確認することの難しさや、ニー

ズをくんだり支援につなげたりすることの難しさの悩みも出されていた。安全確認の家庭訪問

の中で、相手を過度に不安にさせることなく（または十分フォローし）、虐待の有無や支援の

必要性を判断できるだけの必要な情報を入手しながら、相手のニーズを聞き取り、次の支援に

つなぐには、高度な面接技術が必要となるともいえる。

子どものいる家庭での泣き声が気になるときに、通告という形ではなく、近隣として「どう

したの？」と声をかける親しさや寛容さを啓発する必要性があるとして、地域に向けて、その

ための取り組みを実践しているという貴重な報告もあった。
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通告を受けての訪問で支援につなげるのは困難という記述がある一方で、その後の支援や状

況改善につながった報告もされており、そういった事例を積み重ね、共有していく必要がある

かもしれない。

通告内容を否定される家庭、ニーズのない家庭、支援の受け入れが悪くどこにもつながらな

い家庭、行動変容が見られず何度も通告される家庭など、支援が必要だとアセスメントし支援

につなげる努力を重ねても、支援につなげることが特に困難なケースへの対応の悩みも出され

ていた。

５．工夫の実際・支援策

⑴　支援策

　支援策としてこんにちは赤ちゃん事業はすべての市区町村で実施、養育支援訪問事業を含む

家庭訪問型の支援は１市区町村を除く39市区町村で実施されていた。来所型のプログラムやグ

ループでの支援は親のみ、子のみ、親子併せると、30の市区町村で実施され、75%となった。

表２－17　市区町村が持つ支援策について

支　　　　援　　　　策 市区町村数 割　　　合

子育て短期支援事業 28 70％

こんにちは赤ちゃん事業 40 100.0％

養育支援訪問事業 36 90.0％

親プログラム（前向き子育てトリプルP、ノーバディー
ズパーフェクト、MY TREE、コモンセンス、等）

16 40.0％

子プログラム（CAP、ファンフレンズ、セカンドス
テップ、等）

11 27.5％

保護者グループ（MCG、要支援ママの会、等） 8 20.0%

子グループ（思春期グループ、グループ指導、SSTグ
ループ、等）

8 20.0%

親子グループ（大阪方式「マザーグループ」、等） 18 45.0％

ヘルパー（育児支援ヘルパー、母子父子家庭ヘルパー、
ふれあいホームサービス

12 30.0%

有償ボランティア 11 27.5%
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表２－18　その他・特徴的な取り組み等

養 育 支 援 訪 問 事 業

・ネグレクト家庭へのヘルパー派遣を以下の条件で行っている。：月２回（１
回２時間）、家児相相談員も同行、内容は家事（炊事・洗濯・掃除）のみ

・要支援家庭等を訪問支援員（子ども家庭相談課職員）と訪問員（事前研修
し登録された元保育士や主任児童委員、子ども家庭サポーター）の方々が
訪問し、必要な支援（離乳食の作り方や家の片づけ等の具体的な支援）や
養育の相談を実施。

・養育支援訪問事業の対象家庭でありながら、様々な事情により個別訪問で
の対応が困難な家庭や、個別訪問を経て地域集団への参加が課題と認めら
れる家庭に対し、養育支援訪問事業スタッフによる教室型での養育支援事
業を実施している

子 育 て 支 援 ヘ ル パ ー
派 遣 事 業

（養育に関する指導・助言及び炊事、清掃、洗濯等の家事その他必要に応じ
た支援をするために派遣する）
対象者：①引きこもり等家庭養育上の問題を抱える家庭②子どもに対して不
安や孤立感を抱える家庭③児童虐待のおそれや可能性を抱える家庭　④その
他村長が養育上特に支援が必要と認める家庭【妊娠中から生後１歳の誕生日
までの乳児を養育している家庭で、母親が体調不良等の場合、母親等が疾病
により、家事・育児が困難な場合（近くに祖父母や親戚がいない場合や協力
を得られない場合）、養育支援家庭訪問事業により、家事援助が必要と認め
た家庭】

出産後ママサポート事業

産後５カ月未満（多胎児の場合は1年未満）で、母が体調不良のため、家事
や育児を行うことが困難であり、昼間サポートしてくれる人がいない人を対
象に、無償で10回（２時間／回）ヘルパーを派遣する事業。（今後産後１年
以内に拡大予定）

ホ ー ム ス タ ー ト 事 業 ボランティアによる訪問型の子育て支援事業

子育て支援家庭訪問事業
小学校就学前３学年に相当する３歳から５歳までの児童のうち、幼稚園や保
育所に通園、通所していない児童のいる家庭を訪問し、情報提供及び適切な
助言や支援を行う

家 庭 支 援 保 育 士
各公立保育所に１名配置。在園児童支援家庭のフォロー、保健センターの乳
幼児検診にて発見されたケースのフォローを行っている

子育て応援ＤＶＤ制作 子育て中の親による子育て支援団体へ取材したものを紹介

児 童 発 達 支 援 事 業

保幼小中学校共通で発達支援相談票を作り、担任や保護者が困ったときにす
ぐに支援や発達検査につなげ、保護者面談や担任へのアドバイスをするシス
テム
家庭訪問時に発達支援相談票をもって行き、支援や発達検査につなげる。被
虐待児に発達障害が多く、虐待未然防止に役立っている

パ ー ソ ナ ル
サ ポ ー ト サ ー ビ ス

さまざまな要因により就労を実現できない方々に対して、当事者の状況に応
じた支援策をコーディネートし関係機関との連携、調整を行う人（パーソナ
ル・サポーター）を配置して、自立に向けたサポートを行う
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そ の 他

・ファミリーサポート事業
・学童保育
・子どもの居場所（子どもの生活圏充実事業）
・日中一時支援事業
・子どもの発達理解をテーマにした育児講座
・子育て分科会、子育てカフェ、など 地域で子育てをしようと、官民で共

同し、いろいろ企画している

⑵　次の支援につなげる工夫

　泣き声通告は主に乳幼児が多いことから保健師や保健センターとの連携について触れている

回答が多くみられた。連携の仕方はそれぞれで一緒に訪問することにより保健師につなげたり、

家庭訪問や話がスムーズであったり、あるいは役割分担のために初回に保健師と同行訪問しな

いとの回答もあった。保健師以外との同行訪問をあげた回答も少数だがあった。

　次の支援につなげるため、１度の訪問でなく、次回の訪問につなげる工夫として、次回に保

健師との訪問や次回にチラシやパンフレットも持っていくとの回答もあった。しかし、中には

「支援に結び付いたケースはない」との回答もあり、「保護者に何らかのニーズがあればつな

がるが」「訪問者の慣れが必要」との回答もあり、支援につなぐ難しさもみられた。

表２－19　支援が必要な場合、次の支援につなげる工夫や効果的だった方法

保健師や保健センターとの連携
・必ず同行訪問
・次回に同行訪問
・保健師につなげる

保健師以外との同行訪問
所属している関係機関、民生委員児童委員、生活保護担当者、母子自立
支援員、家庭支援保育士、子育て支援コーディネーター、スクールソー
シャルワーカー、子育て支援センター保育士、精神保健福祉士

次回の訪問につなげる工夫

・次回に保健師と同行訪問
・子育て情報など次回訪問に持ってくると約束
・おもちゃを貸し出しし、次回に返してもらうようにする
・訪問終了時に「また様子をうかがいます」と必然的な感じで伝え、次

回の訪問に行きやすいようにする

持 っ て い く も の の 工 夫

・子育て支援情報誌・相談機関等の案内・支援策の情報のパンフレット
やチラシ

・発達支援相談票（＊本章ｐ　参照）
・貸し出しのできるおもちゃ
・試供品等（粉ミルクやおむつ、洗剤等）

関 係 機 関 と の 協 議
ケース会議の中で指導的に立つ機関、支援的立場に立つ機関等、関係
機関の役割分担を明確
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そ の 他

・支援事業や行政サービス等の情報提供
・継続訪問や来所相談の提案
・役所内の手続きに同行
・支援事業等初回に迎えに行く、同行するなど
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第３章　提言　～通告から支援へ～

１．虐待通告受理時の受理会議とアセスメント

⑴　組織的対応ができるシステム作り

まず今後の課題の１点目としては、組織的対応の曖昧さが挙げられる。緊急受理会議に管理

職が必ず参加すると回答した市区町村は過半数であったが、参加が不定期、または参加しない

市区町村もみられた。複数の業務を所管する担当課の管理職が緊急受理会議に必ず参加できる

体制の有無は、その市区町村における虐待対応の組織対応力とも考えられる。なぜなら、児童

虐待は被虐待児の生命に危険が及ぶ可能性があり、通告受理後に行われる緊急受理会議が今後

の方針を決定する最も重要な判断のタイミングの１つであるからである。

そのため、緊急受理会議の開催にあたっては、組織体制として管理職が必ず参加する体制づ

くりが望ましいと考えられる。市区町村の状況によって体制づくりに期間を要する場合であれ

ば、緊急受理会議において決定された初期対応における支援方針などについて、管理職の了承

を得て、組織として判断した結果において対応することが望ましいと考えられる。

このことは、担当職員が感じる緊急受理会議に関わる悩みとも関係する。管理職が必ず参加

する市区町村ほど、組織的対応の結果、複数職員の参加や迅速な対応、情報の共有など、効果

的な支援に結びつきやすい要素がみられた。一方で、管理職が不定期参加、あるいは参加しな

いカテゴリでは、人員不足やメンバーの過重負担、児童相談所との連携困難などの悩みを感じ

ているという結果がみられた。

児童虐待対応は、通告時から支援に至るまで非常に精神的負荷の高い業務であり、客観的で

冷静なアセスメント及び対応の判断と、被虐待児やその保護者へのきめ細やかな支援や危機的

状況での介入を担当職員のみで行うことは非常に困難だと考えられる。そのため、適切な総合

的アセスメントと支援を重視した対応を実施していくためには、通告受理時の方針決定の段階

から、組織内での複数対応と役割分担が必要と考えられる。管理職が緊急受理会議における方

針についての判断に関与していない状況では、その後の対応について担当者の判断に委ねられ

ることが多くなるため、重症化する危険性をはらんでいる。このようなことから、児童虐待か

ら子どもの命を守り、保護者を支援し、子どもの人権を保障するためには、緊急受理会議にお

ける管理職の参加および対応方針の判断、複数職員の参加などができる体制づくりをすすめる

ことが、死亡事例という危機的状況を避けるためのリスクヘッジ・リスクマネジメントにつな

がると考えられ、市区町村においては、組織的対応ができるシステム作りを検討する必要があ

ると考えられる。
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⑵　管理職の専門性の向上

さらにこれに付随する課題として、児童虐待を担当する管理職の専門性の向上が２点目とし

てあげられる。児童虐待を担当する管理職は、緊急受理会議やその後の虐待対応において、リ

スクアセスメントや具体的な支援方針や支援方法の決定など、高度に専門的な判断を行う知識

や技術などが求められる。市区町村の管理職の多くは事務職であり、専門的な知識や技術など

を習得している職員は少ない。さらに管理職であるため、定期的な異動がある場合が多く、児

童虐待についての業務を経て知識や技能を習得した頃には異動することも多くある。児童虐待

対応について、そのノウハウを短期間で習得することは困難であり、適切な判断のためには知

識だけでなく経験も重要になってくるであろう。

そのため、近年の児童虐待件数の増加にみられるように、社会問題として最も重視される問

題の１つである児童虐待を担当する部署の管理職については、各市区町村において、担当する

管理職に対して専門的な知識や技術の習得等を目的とした研修の受講や専門的知識・技術のあ

る職員の配置、また外部のアドバイザー配置や専門機関による助言を受けられるシステム構築

など、必要な施策を実施していくことが重要であると考えられる。

⑶　一定の基準に基づいた判断の必要性

市区町村として、児童虐待の支援を行っていく上で大切なことは何であろうか。児童虐待を

早期発見・早期対応することで、死亡事例や重症事例を未然に防止することは、近年の啓発活

動によって進み、一般的な住民感覚でも児童虐待が身近になり、例えば泣き声が近所に頻繁に

聞こえると通告されることが広まりつつある。

しかしながら、発見した児童虐待事象について、児童虐待を行ってしまった養育者を取り締

まったり、警告することが市区町村の進むべき方向ではなかろう。市区町村の役割は、そこで

生活する児童や保護者の、安心・安全が保たれ、健やかな成長をともに喜びあえるよう支援す

ることだと感じている。その目的に沿って考えれば、市区町村として支援方針を検討するため

のアセスメントツールは、加藤曜子（流通科学大学）らが作成している「在宅支援アセスメン

トシート指標」のような、家族状況や支援を受けている実態、エコマップ、家族関係などを含

めたストレングスとリスクを総合的にアセスメントし、支援につなぐために必要な情報が見て

わかり、今後の支援や役割分担を検討するためのアセスメントツールが、市区町村の責務であ

る児童虐待の児童や保護者らの支援という役割にはあてはまるのではないだろうか。市区町村

として、在宅支援を中心としたアセスメントを再確認し、市区町村で生活する子どもを育てる

ことを支援するために必要なことを考えることが求められている。

また市区町村が児童相談所に連絡する基準についても検討課題がみられた。調査をしてみる

と、児童相談所へ連絡する基準を明確に設定している市区町村とルールが一定でない市区町村

に分かれる結果となった。児童相談所へ市区町村の調整機関等が連絡を入れる場合、多くは重
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症事例を送致するための協議や一時保護を求めて対応を協議する場合などが考えられる。どの

場合であっても、迅速で、正確な対応が求められる。当該児童の生命にかかわる事象も少なく

ない。そのような状況であればこそ、担当者の判断やケースバイケースの基準によって対応す

ることが、タイムロスを生み、適切な協議を妨げる可能性もある。そうでなくとも、要保護対

策地域協議会の調整機関の体制は、どの市区町村においても人事異動等でメンバーが変わるこ

とも多く、その在任期間も長い市区町村ばかりではない。

以上のことから、児童相談所への連絡に当たっては、組織として通告内容による基準やアセ

スメントツールによる判断によって一定の基準を設け、それを共通理解し、どの職員であって

も、どの事例であっても、一定の基準に基づき、その事例ごとに最善の判断をしていけるよう

に努めることが重要であると考えられる。児童相談所との連携は、市区町村の要保護児童対策

地域協議会の支援の在り方に非常に重要なポイントであると思われる。

⑷　今後求められる体制について

厚生労働省の死亡事例の検証結果も示すように、児童虐待が起こると死亡事例につながるの

ではない。死亡に至る前に援助する機関で、その兆候に気づいて、支援することができないた

めに、死亡に至ってしまうのである。大阪府内の市区町村で児童虐待に対応する職員は皆、死

亡事例を出さないことを切に望んで日々の過酷な業務を行っていると思われる。死亡事例を出

さないためにも、支援のスタートであり、今後の支援の方向性に大きく影響する通告受理時に、

組織として専門的に判断できる体制のもと、市区町村として支援ができるきっかけを探して、

市区町村の子どもたちが健やかに成長できるシステムを作っていくことが重要であると考える。

２．泣き声通告に対する安全確認

⑴　支援につなげる

本研究は、通告の中でも特に虐待の有無・重症度が判断し難い、泣き声通告の安全確認につ

いて取り上げた。

アンケート調査の中で、各市区町村とも、泣き声通告に対して、通告内容と初期調査だけで

虐待の有無を判断せず、直接的であれ間接的であれ全数に対し安全確認を行っていることがわ

かった。一度で安全確認できなかった場合や住所が特定できない場合でも、決して通告を放置

せず、何とか安全確認できる方法を探る努力をしている現状がうかがい知れた。

しかし、受理機関が直接確認する安全確認訪問の結果として、虐待を疑われたと思うだけで

深く傷ついたり、子どもを泣かせてはならないとプレッシャーに思ったりする保護者の声も受

理機関に届いていることがアンケートから見えてきた。身近な相談機関として住民に寄り添い

支援する役割を兼ねた市区町村の通告受理機関として、そのことで子育て環境に悪影響を及ぼ
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しているのではないかと深く悩んでいる様子がつづられている。泣き声通告の安全確認の訪問

は、虐待の有無や子どもの安全を確認することが一番の目的であることが当然である。しかし、

子どもが安全で安心して生活できる家庭や地域づくりをし、虐待の予防を目指すために、虐待

の有無の確認や警告のためだけの訪問として位置づけるのではなく、虐待発生を予防する支援

のきっかけづくりのための訪問でもあると位置づけるように意識し、実行していくことを提案

する。

そのためには、その家族のアセスメントを可能な限り丁寧にすることが必要である。まず、

受理時の初期調査で知り得る基礎情報や関係機関からの情報に加え、安全確認の訪問の中で家

の様子や環境、親子関係を観察したり、親子と会話を交わし情報を集めることで、背景を探り、

家族の力やリスクをアセスメントする。そのうえで、支援が必要な家庭であれば、支援につな

げるための訪問にしようという意識をもちたい。

安全確認訪問は、複数の職員で行いたい。厚生労働省による市町村児童家庭相談援助指針に

よれば、子どもの安全確認の際は、「観察の客観性、精度の向上を図るため、複数の職員が立

ち会うことが望ましい」とある。加えて、自宅に安全確認訪問に行く場合、複数の職員で行く

ことにより、職員の安全を守り、緊急の事態に対応しやすくなるという利点がある。ここで大

切なことは、支援につなげるという目的に立った時に、複数の職員で訪問をすることで、役割

分担が可能になるということである。例えば、相手により男女のペアで行く、通告に対する事

実を聞き取る役割と相手の思いやニーズを受け止める役割に分担するなどである。それらの工

夫により、相手の抵抗感を少なくし、支援につなげやすくなる。

しかし、初めての訪問で、必要な情報をつかみ、支援につなげるということは高度な面接技

術が要求される。ロールプレイを重ねる、熟練した相談員との同行訪問や専門家のスーパーバ

イズを受ける、成功した事例を検証しその方法を共有していくなどの研修の機会も必要となる

だろう。

⑵　ネットワークで連携・支援する

アンケートの中で、介入の権限のない中での安全確認には限界があり、求められることとで

きることのギャップについて悩んでいる様子がうかがえた。しかし、繰り返しになるが、市区

町村は虐待の発生予防や支援をすることが大きな役割である。権限を持たないことは、相手へ

のプレッシャーを少なくできるため、そのことをむしろ強みとして捉え、支援ベースでの安全

確認を検討することが大切ではないだろうか。虐待通告の保護者への告知についても、告知す

ることが有効であるか、またどのように告知するかを十分検討する必要がある。

支援ベースの安全確認の中には、関係機関による安全確認も含まれる。情報収集の中で、緊

急性が高くないと判断した場合には、子どもの安全確認をしやすい機関、保護者に対して抵抗

の少ないアプローチが可能な機関、保護者のニーズをくみ取りやすい機関がどこなのかを受理



38 おおさか市町村職員研修研究センター

「市町村児童虐待防止と支援のあり方」の研究会報告書

会議の中で判断し、安全確認の協力や今後の家庭への支援を依頼する。日頃から関係機関と

ネットワークを組み、協力を取り付けやすいことが市区町村の強みであるが、それを維持し続

ける必要がある。それには、関係機関とは要対協の会議の中や電話でのやりとりだけではなく、

時には、機関を訪問して話を聞くなど、日常的なコミュニケーションを大切にし、互いの役割

を理解し尊重し合うことが重要になる。

当然のことながら、緊急に介入しなければ子どもの身体・生命に危険がある場合は、児童相

談所に送致し、児童相談所と市区町村の役割を明確にしておかなければならない。

⑶　家庭訪問時の観察をアセスメントに生かす

訪問時の情報は虐待につながるリスクの把握だけでなく、その家庭の持っている強みや力と

して把握することができ、受理時の初期調査に加えて、その家族をアセスメントし支援を組み

立てるうえで大切である。

ヒアリング調査の結果を参考に、安全確認時の家庭状況やリスク判断のための観察ポイント

と支援に生かすために考えられることを研究会でまとめた。

また、訪問する職員の職種や専門性により、観察するポイントの力点の入れ方が違う傾向が

あるため、自分の傾向を知りバランスよく観察することや、複数での訪問のときは役割分担を

決めるなどあらかじめ打ち合わせをしておくなどして、情報の偏りのないようにすることが望

ましいと考える。

表３－１　安全確認時の観察ポイント

観察ポイント そこから考えられること

環 境

①子どもが多いところか、少ないところか
②近くに公園など子ども（親子）が息抜き

できるところはあるか。
③家屋近くの交通量はどうか。

子育て環境や安全性を知っておくことで、
訪問時に話題にしやすいこともある。

家 屋 周 り

①洗濯物が干してあるなら、その内容。
（子どもの物が干されているか。母子家庭

と聞いているが大人の男物が干されては
いないか。）

②ベビーカー、子ども用の自転車や砂場用
のおもちゃなど、子どもがいる世帯と感
じるか。

③近隣との明らかな違いはあるか。
　例えば、ごみの日でなくてもごみの袋が

出されている、ゴミだらけなど。
④ドア飾りや玄関の表札、植物の植木鉢な

ど、特徴はあるか。

どんな家庭なのか予測しやすくなる。ネグ
レクトの有無
②家族構成と洗濯物が見合っているか。
④保護者の趣味がわかり、会った時、話題

にしやすい。ドアポストの封鎖や異様な
玄関は精神面の不安定さを疑ってみる。
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観察ポイント そこから考えられること

家 内 の 状 況

①玄関先の印象はどうか。明るさ、出され
ている靴の数や様子、おもちゃなど

②臭いの有無。（生ごみ臭もあれば芳香剤
の臭いもある）

③玄関先から見える部屋の様子
④危ない物が置いてないか、階段など、室

内の安全管理
⑤子ども用品の有無
⑥ペットは飼っているか。その世話の具合。
⑦家のきたなさ、逆に子どものいる世帯で

不自然なきれいさ。

主に保護者の片付けるなどの家事能力や安
全管理の意識の一端を見ることができる。
整頓が行き過ぎている場合、まれに散らか
るのが嫌なあまり、子どもへの過度なしつ
けや無視が潜んでいる場合もあり、子ども
や親子関係の観察を注意深くすることが必
要である。

子どもの様子

①目視でのけががないか
②発育状況、顔色など目視での健康面
③年齢相応の発達か
④子どもの表情・子どもがおびえていないか
⑤子どもの行動面（活発、おとなしいなど）
⑤子どもが親に寄っていくかどうか
⑥衣類が整っているか
⑦頭髪や爪、皮膚の状態など
⑧きょうだいがいる場合、その関係。
⑨言動、受け答えの様子

子どもの安全確認なので、原則は必ず子ど
もに会い、子どもの様子を見る。しかし、
そのことで保護者や子どもに警戒感を与え
ることは好ましくない。自然な態度で会話
を交わす、服から肌が出ているところをさ
りげなく観察するなどの工夫が必要。発達
状況や行動面から、保護者の困りごとを引
き出し、支援につなげることが可能。

親 の 様 子

①印象
②子どもへの接し方、子どもへの関心
③親子関係（複数の子どもがいる場合はそ

れぞれの子どもとの関係も）
④言動、質問への反応、受け答えの様子

虐待の事実はなくても、子どもの対応に
困っている様子があるならば、情報提供に
とどまらず、連絡先を聞いておき、後日改
めて連絡をとるなどして、支援につながる
ようにしたい。

相談員への態度
①親の態度、反応（攻撃性や拒否的な態度

など）
攻撃性や拒否的な態度が強い場合、他のア
プローチも考えてみる。

⑷　地域へ啓発する

泣き声通告対応の難しさについての設問に対し、アンケートの回答の中に、「虐待を疑われ

ることで近隣へ不信感をもつ」、「泣かせたら虐待と言われ子どもを叱れなくなる」、「ただ

泣いただけでもまた通報されるかもしれないと怯えてしまいおかしくなりそう」など、通告さ

れた住民が回答者に訴えた内容の声の記載があった。

通告が増えたことは、啓発の成果であり、虐待を発見して子どもを守りたいという地域住民

の気持ちの表れという評価ができる一方で、地域や近隣として、泣いている子どもとその保護

者に対して、声をかけたり手を差し伸べたりすることができずに、虐待通告することしかでき

ないともいえる。また、近隣から聞こえる小さな子どもの泣き声を不快に思って通告という手



40 おおさか市町村職員研修研究センター

「市町村児童虐待防止と支援のあり方」の研究会報告書

段をとる人もおり、小さな子どもを育てている家庭に対し寛容でない社会が見え隠れする。

地域に対して、子育て中の親子へ何ができるのか、どんな言葉かけができるのか、など、子

育てを暖かく見守り地域ぐるみで子育てをしていく地域づくりの推進が切実である。「大人か

ら子どもまで見てもらえる劇公演を導入」し住民啓発に取り組んでいる市区町村もあった。よ

い取り組みは自治体間で情報交換しながら、それぞれの自治体ならではの啓発活動を実現させ

ていきたいものである。

３．支援の実際・工夫

⑴　支援につなげるための工夫

アンケートにより、各市区町村ではこんにちは赤ちゃん事業や子育て支援事業、養育支援訪

問事業などの家庭訪問方の支援、その他プログラムやグループなど、様々な提供できる支援策

を持っており、独自の展開を行っている市区町村も数多くあった。このように、様々な支援

ツールがあることで、通告後の対応として保護者に出会うときに、育児の困難性や保護者の

ニーズに合わせて、情報を提供できる。それらの支援に適切につなぐことで、虐待の防止だけ

でなく、予防的な対応も行えることになる。

また、次の支援につなげる工夫として、乳幼児期には出会うきっかけの多い保健師と保健セ

ンターとの同行訪問を行うことで、抵抗感を和らげたり、役割分担として現認を行ったあとは

保健師につなげたりと、効果を挙げている市区町村もあった。一方で、保健師とあえて同行し

ないことで、別の機会に保健師訪問が可能となり、そこで本根を聞き出したりサポート役にま

わるなどの工夫を行っている市区町村もあった。他にも、民生委員児童委員、家庭支援保育士

などとの同行を行っていた。それ以外にも、おもちゃを貸し出し、次回に返してもらうことで

次回も訪問しやすくする工夫や、子育て情報・行政サービスのほかに粉ミルクやオムツと言っ

た試供品を持参するなど、様々な工夫がみられた。少しでも抵抗感や不信感を低くし、次の訪

問につなげて関係性を作り、それらにより丁寧な家族状況や問題の背景の把握、適切なアセス

メントが可能となり、そのことが結果として虐待防止につながることとなるのである。

次に、虐待通告から支援につなぐ方策の一つとして、プログラムの活用も半数近く見られた。

虐待や不適切な養育環境に幼少期からさらされると、非行や情緒的な問題が現れるのは無論の

こと、年少であればあるほどその発達にも大きな影響がでてくることはよく知られている。こ

れらの問題に対処するには、ネットワークを駆使しても、見守りだけでは根本解決にならない

こともある。さらに、問題を抱えた親子の支援も市区町村がその役割を長く担う。一方近年、

相談活動などから見えてくるものとして、子どもの自然な発達や子育てが分からない、しつけ

で悩んでいる親が増えてきた。そのため過度の関わりになってしまったり反対に放任せざるを

得ない現状が見えてた。現代の社会は都市化、少子化により自然な子育てスキルを身に着けに
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くくなっている。そこで、色々な親や子のプログラムを活用して、具体的なケアと不適切な養

育や子どもの発達を阻害するものへの予防に、各種のプログラムが有効な手段の一つとなると

考えられる。（別紙資料参照）

⑵　事　例

　 ケース１

近隣からの泣き声通告で家庭訪問に行ったが、家の場所が袋小路になっており、「泣き声

の連絡があった」と伝えると近隣からの通告があきらかであった。そのため、何度か家の近

くへ行き、実際泣き声が聞こえたときに家庭訪問を行った。「この近くに来たら、よく泣き

声が聞こえたので」と伝え、理由を聞いた。母は子どもが泣いた時にどう対応したらいいの

かわからないし、普段の関わりについてもどうしていいかわからないとかなり悩んでおられた。

市が主催する親子教室を紹介。通年で開催しているため、母の行きやすい日を聞きその日

に一緒に行く約束をした。親子教室に行き、母の困りごとを一緒に伝え、ここで相談できる

ようにつなげた。

✔キーワード：安心な場所の提供　打つ手や方策を伝える

　 ケース２

「泣き声が聞こえるとの連絡があったので」と家庭訪問。お母さんが構えないようにドア

を開けてもらい、泣き声通告とは言わず、やんわりと「よく泣いていると、お母さんしんど

いんじゃないかと心配して連絡があった」と伝える。しんどいとの話が聞くことができれば、

なんらかの支援につなげることができるが、そうでないこともある。こちらから見ればしん

どそうな母であったが、「しんどくない」と言われた。そのため、さらに普段子どもを連れ

て出かけている場所を聞いた。泣き声通告の場合、友達もおり、よく出かけてもおり、心配

なしと判断できる人もいるが、どこにも出かけず近くに友達もおらず、支援者もいないよう

であった。近所の遊び場などパンフレットで紹介するが、あまり気が乗らなさそう。「初め

てだから一緒に案内するよ」「自転車で大変でしょう。車で連れて行くよ。」など提案し、

「いつなら行ける？」と具体的に日を決めた。

その日、車で迎えに行き、つどいの広場をしているところへ。子どもを遊ばせながらそこ

でゆっくり母の話を聞きた。突然の訪問では身構えていた母であったが、ぽつぽつと子育て

の大変さ、しんどさを話された。次回は「自分で来ます」と来てくれるようになった。

✔キーワード：ドアを開けて一歩外に出てもらう　ゆっくり話を聞く場をもつ
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　 ケース３
近隣から「マンションの○階辺りから子どもの泣き声と女性の怒鳴り声がする」との通告

があり、住民基本台帳で子どもがいる世帯を確認して訪問した。しかし、どの世帯も通告内
容に該当せず、近隣からの聴き取りの中で、住民票を置かずに生活している母子世帯のある
ことが判明した。相談員が当該世帯を訪問して「住民の方から、この辺りで子どもの泣き声
と女性の怒鳴り声がするという連絡をもらったため、お子さんのいる家庭を訪問させても
らっている」と説明したところ、母は「誰が言ったんだ」「どうせうちにだけ訪問している
んだろう」等と非常に興奮した状態で怒鳴り散らした。相談員らが「母の不快な気持はもっ
ともである」等と共感的に根気強く話を聴いたところ、「DVにより他市町村から母子で転
入したので住民票は異動させていない」「常に緊張状態にあり、周囲に相談する人もおらず
不安」「そのため、イライラして子どもを怒鳴ってしまうことがある」等を話し始めた。ま
た、育児や子どもの発達についても悩んでいると話したため、相談員が発達相談につなぐと
ともに、手当や所属機関の申請手続き等も手伝うことで、その後も継続的な支援につながった。

✔キーワード：生活状況　生活支援

　 ケース４
近隣より、泣き声通告。基礎調査より、転居ケースであり保健師とのつながりはなく、健

診はまだ先であった。地域の情報やつながりが薄い可能性もあり、保健師とのつながりがで
きるよう保健師と同行訪問することにした。５月だったため、地区担当が変わったため子ど
ものいる家庭を訪問していると訪問した。そのため、すんなり家に招いてもらい子どもの様
子を観察しながら母と話をした。その中で、子どもが泣くことはないか、どういったときに
泣くか、どう対応しているか等話を聞くと「毎日子どもと二人きりでイライラする」「近所
との付き合いもなく、声を掛けられるがそれもうっとおしい」「子どもを外に出さないとと
思うが、出かけるのもしんどい」「褒めたらいいとか聞くが、そういう気持ちにもならな
い」「かーっとなると感情のコントロールができず、つい大声で怒鳴ったり、叩いたりして
しまう」などの話をされた。一般の子育て支援プログラムや親子で過ごすプログラムでは難
しいと思われ、怒りの感情をストップさせるプログラムを紹介。プログラムの内容を聞き、
紹介文を読むと「自分のことだ」とプログラム参加を表明。プログラムで感情のコントロー
ルをすることができるようになり、「いつもイライラして子どもが話しかけてくるだけで
怒っていたが、子どもと向き合えるようになった」と感想を述べられ、自分から町内会の役
員をし、地域との関係ができるようになったり、子育て講座にも参加したり、変化が見られ
た。保健師の訪問も続け、母からアレルギーや自身の体調についての質問を受けている。

✔キーワード：適切なプログラムの紹介、保健師との訪問
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　 ケース５

「同じマンション住民からの泣き声通告。母の怒鳴り声と子どもの泣き声が頻繁というこ
とで、訪問。泣き声が聞こえるとの連絡があったので」と声をかけるが、インターホン越し
で、「虐待と思われているの。子どもが言っても言っても聞かないから、これはしつけ」と
拒否的な様子。結局ドアは開けてもらえず、その日はあきらめて帰った。次の日以下の内容
の手紙を投函。「昨日は突然の訪問で、嫌な思いをさせてごめんね。子育ては本当に楽し
いだけでなく色々なことがあるよね。私も経験があるけれど、子どもってなんでこうなる
のってことをしたり、何度言っても聞いてくれなかったりするよね。お母さんが、言って
も、言っても子どもがきかないって言ってたことが気になり手紙を入れました。子育てでな
んで？ってことを一緒に考えていくのに市では『発達支援相談票』を作っています。保育所、
幼稚園から小中学校まで担任の先生や保護者から相談してもらい一緒に考え子育てしていこ
うというものです。言葉の発達の事や友達との関係、どうしてこんなにウロウロするんだろ
うと心配なことがあれば、一人で抱えずに一緒に考えよう。待ってるね。」いっしょに発達
支援相談票と子ども支援センターパンフレットも入れた。４日後連絡があり、手紙を見た父
親が相談してこいと言って悩んだけれど連絡したとの事。相談票の提出と面談の中で、悩ん
でいたことを聞け、多動や言葉の遅れもあり、市の母子通園教室に入室。以降、子どもの支
援と相談を継続的に行い、終結した。

✔キーワード：市にあるシステムを知ってもらう

【資料：発達支援相談表】
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おわりに　～まとめに代えて～

本研究は、市区町村レベルの視点に立ち、「市町村のための『市町村児童虐待防止と支援のあ

り方』の研究会」として、大阪府内市区町村の有志により、平成23年７月に立ち上がりました。

児童虐待対応に関する市町村の現状や課題点、工夫などを明らかにするため、大阪市を除く府内

48市区町村にアンケート調査を行い、40市区町村からの回答がありました。その後、より詳細な

課題点や具体的な工夫などの調査のためにヒアリング調査を実施しました。市区町村によって、

体制や要保護児童対策地域協議会の役割、虐待への初期対応など、様々な現状があることがわか

りました。

児童虐待の体制については、第一義的な通告窓口として多くは児童福祉主管課でしたが、近年

教育機関が通告窓口となっている市区町村も出てきました。また、要保護児童対策地域協議会の

台帳登録として、虐待のみを台帳管理しているところ、「虐待・要支援家庭・特定妊婦」を管理、

その他「養護」や「非行」などを含めて管理を行っているところなど、地域によって様々でした。

そして、台帳登録数と通告受理件数とは関係性が少なく、通告受理した件数を各市区町村におい

て独自の基準で台帳管理している状況が明らかになり、通告受理件数のカウントも子ども一人ず

つである場合や家庭を一件とカウントする場合や、また年度内にあった複数の通告を全て件数と

してカウントする場合など、方法は各市区町村様々でした。人口規模別にみると、30万人以上の

市では台帳管理を「虐待」のみとして登録児童数が300人程度となっている傾向がみられました。

虐待通告後の初期対応として、緊急受理会議については全ての市区町村で行われていましたが、

管理職の参加状況については管理職が必ずしも参加しておらず、悩みや課題として挙げられると

ともに、人員の不足も加えて、自治体としての判断を行うため携帯電話での相談や決裁など様々

な工夫を行っている実情が見られました。それらの判断として、アセスメントツールを利用して

いるところがほとんどですが、最も多く利用されていたのが「大阪府市町村児童家庭相談援助指

針」でしたが、２つ以上のツールを利用している市区町村も少なくなく、リスクや緊急性の判断

を行うためのツールであると同時に、市区町村では地域で生活する家庭を支援する視点も加えた

家族としてのアセスメントも含めたアセスメントが重要であることが示唆されました。児童相談

所への連絡基準は明確に存在するわけではないが、児童相談所と対応について協議を行いながら

決定されていることがわかりました。適切なアセスメントと必要な状況下においての児童相談所

との情報共有と共通理解によって、命に危険がある場合や性的虐待など重篤な結果に至る可能性

のある児童を守ることにつながると考えられます。

「泣き声」そのものはどの子どもにもありえますが、子どもがSOSを発信できる一つの方法で

もあります。泣き声通告に対する初期対応としては、重篤な事例が潜んでいる場合があり、速や

かな判断や適切なアセスメントによって、緊急的な対応を必要とする場合もあります。しかしな

がら、被虐待児童の９割が在宅であることを考えると、地域で支援を継続的に行っていくこと

は、必須といえるでしょう。一方、虐待とは言えない家庭に対して、育児者を傷つけてしまうこ
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とや近隣への不信感を抱かせてしまうこともあり、各市区町村では十分な配慮を行いながら対応

を行っている現状が明らかになりました。また、ニーズを汲み取り必要な支援につなげることで、

児童虐待の予防にもつなげようと、様々な工夫や努力を行っていることも見えてきました。安全

確認については、直接現認のほかに、虐待のリスクに応じて保健師などによる間接現認を行って

いる市区町村もありました。虐待の確認事実のみでなく、いかに自然にニーズを把握し、必要な

支援につなげるかという予防的な視点が大切です。他にも家庭訪問時の言葉掛けや観察ポイント

など、少しでも家族の環境や関係性などの情報収集を行いながらも、細かな配慮を行い、安全確

認に心を砕いている市区町村の工夫が見られました。

また支援につなげるために各市区町村では様々な取り組みがされていました。こんにちは赤

ちゃん事業や養育支援訪問事業についてはほとんどの市区町村が実施していました。その他にも

ヘルパー派遣、親や子どもに対するプログラムやグループなど、特色のある支援策を実施してお

り、様々な支援ツールがあることで、通告後の対応として育児の困難性や保護者のニーズに合わ

せた、情報提供を可能にしていました。他にも、支援につなげる工夫として、保健師との同行訪

問や玩具の貸し出しなど、少しでも抵抗感や不安感を少なくし、次の訪問につなげて関係性を作

り、必要な支援につなげるとともに、それにより家族状況や問題の背景の把握、適切なアセスメ

ントが可能となっていました。

今回、本研究を行うにあたり、２年間にわたり児童虐待防止への考え方や対応方法、市区町村

の役割についても研究会メンバーの中で何度も話し合いを重ねてきました。その中で、立場や市

区町村の状況によっても様々な違いがあるものの、誰もが悩みながら、懸命に子どもたちの命と

安全を守るために取り組んでいる事実が明らかになりました。虐待対応には緊急性の判断を行い、

的確に危険性の把握を行い、子どもの生命を守ることが最優先されます。しかし、特に住民に身

近な市区町村の立場だからこそ、住民としての生きる場としての地域、児童虐待の未然予防も視

野に入れた家庭への支援も含めた児童虐待の対応が求められます。市区町村で児童虐待対応が行

われるようになり８年、まだまだ体制の強化や人員の確保、システムの構築などについては、自

治体によって差はあり、脆弱な状況下で走り回っている担当者の様子も窺われました。しかし、

地域に暮らす子どもたちが健康に安全で安心に過ごせるようにすることは、元々市区町村の大切

な役割です。積み重ねられた専門性や組織としての判断力、支援につながる様々な工夫やシステ

ムなど、市区町村ならではの方法を、今回の報告で各市区町村に提供できればと願っています。
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在宅支援アセスメントシート指標
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www.geocities.jp/mytree1206

www.triplep-
japan.org/parents02.html
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市町村のための「市町村児童虐待防止と支援のあり方」の研究会構成員
順不同

研究員

氏　　　名 所　　　　属

手　塚　真樹子 摂津市家庭児童相談室

高　島　七帆子 摂津市家庭児童相談室 平成23年度のみ所属

伊　東　早　苗 門真市家庭児童相談室

西　岡　光　代 泉南市家庭児童相談室

木　村　将　夫 泉南市家庭児童相談室

岡　村　理　恵 枚方市家庭児童相談所

中　嶋　果奈栄 枚方市家庭児童相談所

八　木　安理子 枚方市家庭児童相談所

オブザーバー
氏　　　名 所　　　　属

吉　田　恵　子 堺市青少年育成部子ども家庭課

虎　谷　貴　子 貝塚市家庭児童相談室

助言者
氏　　　名 所　　　　属

加　藤　曜　子 神戸流通科学大学

白　山　真知子 パスウェイズジャパン

　　　※所属は研究会発足時点を記載
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